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アンケート結果

2002年冬号で今年度からスタートする新しい中期経営
計画「フロンティア2007」の特集を掲載させていただ
いたところ、多くの株主の皆さまからご期待の声をいただ
きました。
東京ガスグループでは、株主の皆さまのご期待に応える
よう、「フロンティア2007」を着実に実行し、さらなる成
長・発展を目指してまいります。

回答数

当社の将来性および今後の成長性について

3,070件（回答率1.5％）

工場見学会のご案内

株主の皆さまには「東京ガス通信」のアンケートはがきにご回答をいただき、誠にありがとうございます。その中で、

株主の皆さまを対象とした施設見学会開催のご要望を多数頂戴いたしましたので、前回に続き、「LNG（液化天然ガ

ス）工場見学会」を開催することといたしました。株主の皆さまのご参加をお待ち申し上げております。

施設見学会の概要と応募要領

□見学施設 当社根岸工場
□工場所在地 神奈川県 横浜市
□見学会の日程 9月25日（木）

10月1日（水）
10月2日（木）
13:00～17:00

□集合場所 東京ガス本社ビル
※なおご自宅から東京ガス本社ビル間の往復交通費は
各自のご負担とさせていただきます。

□募集人数 各日 40組 80名様
（1組2名様まで）

□応募方法 下記のとおり、官製往復はがきに
必要事項をご記入のうえ
ご郵送ください。

□締切 8月15日（当日消印有効）

〒105‐8527

東京都港区
海岸1‐5‐20
東京ガス株式会社

総務部総務グループ行

往信・おもて往信・うら

・ご住所
・お名前
・ご年齢
・お電話番号
・ご希望日
（9月25日、10月1日・2日のうち

1日をご記入ください。）

・同行ご希望者のお名前
（おひとりでご参加の場合は不要です。）

※返信用はがきのおもてには、ご住所・お名前を明記ねがいます。

根岸工場

前回の見学会の様子

･大変期待できる　
712件

･期待できる
1,951件

･あまり期待
できない
65件

･どちらともいえない　207件

応募者多数の場合は、抽選とさせていただきます。
結果は、返信用はがきにてお知らせいたします。

「東京ガス環境報告書2003」を発行しました。
ご希望の方は、こちらをご覧ください。 10 ページ

※無回答135件除く



東京ガス株式会社
代表取締役社長

市野紀生
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都
市
ガ
ス
、
電
気
と
い
っ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
の
規

制
改
革
は
、
こ
れ
ま
で
も
順
次
実
施
さ
れ
て
き
ま
し

た
が
、
こ
の
一
月
に
は
政
府
の
審
議
会
で
、
自
由
化

範
囲
の
拡
大
を
含
む
当
面
の
規
制
改
革
の
方
向
性

が
示
さ
れ
、
そ
れ
に
基
づ
く
改
正
ガ
ス
事
業
法
が
来

年
四
月
に
施
行
さ
れ
る
予
定
に
な
っ
て
お
り
ま
す
。

ま
さ
に
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
大
競
争
時
代
」の
到
来
。
そ

の
中
で
、
六
月
二
十
七
日
に
ス
タ
ー
ト
し
た
新
し
い

経
営
体
制
の
も
と
、
東
京
ガ
ス
グ
ル
ー
プ
は
ど
の
よ

う
な
道
を
進
ん
で
い
く
の
か
。「
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ン

テ
ィ
ア
企
業
」で
あ
る
た
め
の
、
グ
ル
ー
プ
の
舵
取
り

に
つ
い
て
、
こ
の
た
び
社
長
に
就
任
し
ま
し
た
市
野

紀
生
が
ご
説
明
い
た
し
ま
す
。

フロンティア・ロード

「明日の東京ガス」

エネルギーフロンティア企業とは・・・。
エネルギー周辺領域の新規分野に積極的に進出し、ガスだけでなく電力などの各種エネルギーや

エネルギー周りの付加価値を提供する先進的な企業。
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新
社
長
ご
就
任
と
同
時
に
新
た
な
規
制
改
革
が
始
ま
り
ま

す
が
、
ど
の
よ
う
に
お
考
え
で
し
ょ
う
か
？

●

今
回
の
規
制
改
革
で
は
、
自
由
化
範
囲
の
拡
大
に
つ
い
て

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
化
が
行
わ
れ
、
ガ
ス
で
は
二
〇
〇
七
年
ま
で

に
約
半
分
の
需
要
が
、
電
気
で
は
二
〇
〇
五
年
ま
で
に
約
六

割
の
需
要
が
自
由
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

こ
う
し
た
自
由
化
範
囲
の
拡
大
に
よ
っ
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

間
の
垣
根
が
低
く
な
り
、
従
来
か
ら
行
わ
れ
て
き
た
、
石
油
、

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
、
電
気
な
ど
他
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
の
激
し
い
競
合
に

加
え
、
ガ
ス
対
ガ
ス
、
ガ
ス
・
電
気
・
熱
を
一
体
と
し
て
供
給

す
る
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
に
お
い
て
な
ど
、
さ
ま
ざ

ま
な
形
で
競
合
が
進
展
す
る
と
考
え
て
い
ま
す
。
ま
さ
に

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
大
競
争
時
代
」の
到
来
と
言
え
る
の
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。

私
は
、
こ
う
し
た
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
大
競
争
時
代
」の
到
来
が

ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
を
拡
大
し
、
当
社
グ
ル
ー
プ
を
一
層
飛
躍

フロンティア・ロード

「明日の東京ガス」

主な対象 大規模工場 
大規模商業施設 

中規模工場 
シティホテル 

小規模工場 
病院 

ガス 

現在 04年 05年 07年 

電力 
＜26％＞ ＜40％＞ ＜63％＞ 

＜40％＞ ＜44％＞ ＜50％＞ （m ） 

（kW） 

3

2000以上 500以上 50以上 

100万以上 50万以上 10万以上 

■ガスと電力の自由化スケジュール
＜＞内は販売量に占める自由化対象の割合
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さ
せ
る
も
の
と
前
向
き
に
受
け
止
め
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
以

上
に
、
グ
ル
ー
プ
と
し
て
の
競
争
力
強
化
と
積
極
的
な
事
業

展
開
を
進
め
る
所
存
で
す
。

規
制
改
革
の
目
的
は
お
客
さ
ま
の
利
益
の
向
上
に
あ
る

と
い
う
原
点
に
立
ち
戻
り
、
一
人
ひ
と
り
の
お
客
さ
ま
に
目

を
配
り
な
が
ら
事
業
運
営
を
進
め
れ
ば
、
こ
う
し
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
大
競
争
時
代
の
中
で
、「
東
京
ガ
ス
グ
ル
ー
プ
の
成
長
・

発
展
」
が
実
現
で
き
、
ひ
い
て
は
株
主
の
皆
さ
ま
の
ご
期
待

に
応
え
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
確
信
し
て
お
り
ま
す
。

規
制
改
革
を
チ
ャ
ン
ス
に
変
え
る
た
め
の
具
体
的
な
取
り

組
み
と
い
い
ま
す
と
？

●

ま
ず
、
電
力
事
業
へ
の
進
出
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。
自
由
化

の
進
展
に
よ
り
、
当
社
も
自
ら
電
力
事
業
を
行
え
る
よ
う

に
な
っ
た
わ
け
で
、
こ
の
分
野
を
さ
ら
に
伸
ば
し
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

ま
た
昨
年
七
月
に
は
、
総
合
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス

事
業
の
拡
大
を
目
指
し
て
、（
株
）エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
ド
バ
ン
ス

（
11
ペ
ー
ジ
へ
）と
い
う
新
子
会
社
を
設
立
し
ま
し
た
。
こ
の

ほ
か
、
海
外
の
天
然
ガ
ス
開
発
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
輸
送
事
業
は
も
ち

ろ
ん
、
ホ
ー
ム
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
や
リ
フ
ォ
ー
ム
な
ど
、
多
様
化

す
る
ご
家
庭
の
ニ
ー
ズ
に
お
応
え
す
る
ホ
ー
ム
サ
ー
ビ
ス
事

業
の
展
開
も
考
え
て
い
ま
す
。

0

300

600

900

1200

1500

2007年度 2010年度 

（億円） 

■家庭用新サービス ■海外 
■エネルギーサービス ■電力 

基地
パイプライン

産業・業務・卸ガス販売
家庭用ガス販売

海外
（都市ガス・電力等）

電力

エネルギー
サービス

家庭用
新サービス

■事業拡大のイメージ ■売上高目標

※LNG：液化天然ガス。天然ガスは産出国で冷却して液化され、日本に輸送されます。

※
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け
、
グ
ル
ー
プ
競
争
力
を
高
め
、
グ
ル
ー
プ
価
値
を
最
大
限

に
発
揮
で
き
る
体
制
・
仕
組
み
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

と
こ
ろ
で
「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
２
０
０
７
」の
中
で
創
出
さ
れ

る
フ
リ
ー
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー（
Ｆ
Ｃ
Ｆ
）の
使
途
計
画

を
、
ど
の
よ
う
に
お
考
え
で
す
か
？

●

「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
２
０
０
７
」の
期
間
中
も
関
東
圏
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
需
要
は
工
業
用
を
中
心
に
着
実
に
伸
び
る
と
予

想
さ
れ
ま
す
。
さ
ら
に
、
東
京
ガ
ス
グ
ル
ー
プ
は
大
規
模

な
設
備
投
資
期
を
終
え
て
投
資
回
収
の
時
期
を
迎
え
て

お
り
、
新
し
い
領
域
へ
の
進
出
の
た
め
の
潤
沢
な
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
を
確
保
す
る
こ
と
が
出
来
ま
す
。

本
年
か
ら
の
五
年
間
で
総
額
四
千
八
百
億
円
の
Ｆ
Ｃ
Ｆ

を
創
出
し
、
そ
れ
を
も
と
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
領
域
で
の

事
業
拡
大
に
取
り
組
み
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
新
規
の
投

融
資
に
Ｆ
Ｃ
Ｆ
の
二
五
％
に
あ
た
る
千
二
百
億
円
を
投
入

し
、
電
力
事
業
や
上
流
開
発
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
輸
送
事
業
、
海
外

の
ガ
ス
・
電
力
事
業
、
家
庭
用
新
サ
ー
ビ
ス
と
い
っ
た
関
連

領
域
で
の
売
上
規
模
の
拡
大
を
図
っ
て
い
こ
う
と
考
え
て

い
ま
す
。

フロンティア・ロード

「明日の東京ガス」

※1 フリー・キャッシュ・フロー：事業活動によって創出した、企業が主体的に使えるキャッシュ（=資金）のことであり、
当社では簡便的に「当期純利益＋減価償却費－設備投資額」と定義しています。

昨
秋
に
は
、
中
期
経
営
計
画
「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
２
０
０
７
」

を
発
表
さ
れ
ま
し
た
ね
。

●

将
来
に
お
け
る
環
境
変
化
の
な
か
、
東
京
ガ
ス
グ
ル
ー

プ
と
し
て
さ
ら
な
る
発
展
を
目
指
し
、
成
長
し
て
い
く
姿

を
示
し
た
の
が
、
二
〇
〇
三
年
度
か
ら
二
〇
〇
七
年
度
ま

で
の
中
期
経
営
計
画
「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
２
０
０
７
」で
す
。
こ

の
計
画
は
「
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
変
革
」、「
グ
ル
ー
プ
経
営

体
制
の
構
築
」、「
企
業
体
質
の
強
化
」、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連

領
域
へ
の
事
業
拡
大
」
と
い
う
四
つ
を
政
策
の
柱
と
位
置
づ

け
ま
す
が
、
中
で
も
「
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
変
革
」
と
、
そ

れ
を
体
制
面
で
具
現
化
す
る
「
グ
ル
ー
プ
経
営
体
制
の
構

築
」
が
、
将
来
の
グ
ル
ー
プ
の
発
展
に
と
っ
て
、
大
き
な
鍵

を
握
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
？

●

ま
ず
「
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
変
革
」
で
は
、
従
来
の
都
市

ガ
ス
中
心
の
供
給
だ
け
に
留
ま
ら
ず
、
天
然
ガ
ス
を
中
心

と
し
な
が
ら
も
、
グ
ル
ー
プ
が
持
つ
さ
ま
ざ
ま
な
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
や
資
源
を
活
か
し
、
高
付
加
価
値
商
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
を
目
指
し
ま
す
。
そ
し
て
、「
グ
ル
ー
プ
経
営
体

制
の
構
築
」
で
は
、
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
実
現
に
向

※
１
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そ
れ
で
は
、
最
後
に
株
主
の
皆
さ
ま
に
対
し
て
の
メ
ッ
セ

ー
ジ
を
お
願
い
し
ま
す
。

●

当
社
は
、
株
主
の
皆
さ
ま
へ
の
還
元
と
し
て
二
〇
〇
一

年
三
月
期
か
ら
年
間
配
当
六
円
を
行
っ
て
お
り
、
今
後
も

こ
れ
を
継
続
す
る
予
定
で
お
り
ま
す
。
ま
た
当
期
に
は
、

自
社
株
取
得
も
実
施
い
た
し
ま
し
た
。「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア

２
０
０
７
」
で
も
掲
げ
ま
し
た
よ
う
に
、
今
後
も
自
社
株

取
得
に
よ
り
一
株
当
た
り
の
価
値
向
上
に
努
め
て
い
く
所

存
で
す
。

最
後
に
な
り
ま
し
た
が
、
私
は
、
東
京
ガ
ス
の
新
社
長

と
し
て
、「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
２
０
０
７
」
を
着
実
に
実
行
す
る

こ
と
こ
そ
、
企
業
価
値
を
高
め
て
株
主
の
皆
さ
ま
の
ご
期

待
に
応
え
る
こ
と
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。
こ
れ
か
ら
も
エ

ネ
ル
ギ
ー
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
企
業
と
し
て
成
長
を
維
持
し
、
お

客
さ
ま
に
満
足
し
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
従
業
員
が
誇

り
を
持
っ
て
働
け
る
グ
ル
ー
プ
の
形
成
に
励
ん
で
ま
い
り
ま

す
。
株
主
の
皆
さ
ま
に
は
、
東
京
ガ
ス
の
今
後
に
、
ぜ
ひ
と

も
ご
期
待
い
た
だ
き
た
い
と
存
じ
ま
す
。

※2 自社株取得：企業が自社の株式を購入することで、企業の財務戦略の一環として、
近年多数の企業で実施されています。

フロンティア2007 (’03～’07)
5ヶ年合計：約4,800億円

新規投融資
1,200億円

電力事業

35％

上流開発・輸送

43％

海外

17％

家庭用新サービス2％
その他3％

配当
810億円

自社株取得
1,000億円

有利子負債削減
1,000億円

その他
790億円

25％

17％
21％

16％

■フリー・キャッシュ・フロー（FCF）使途計画

※
２

▼

21％
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地
球
環
境
に
優
し
い
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
と
し
て
期

待
さ
れ
る
燃
料
電
池
。
東
京
ガ
ス
で
は
、
燃
料
電
池
に
よ
る

家
庭
用
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
実
用
化
を
目
指
し
て
い

ま
す
。
現
在
、
東
京
ガ
ス
で
は
、
発
電
時
に
必
要
な
水
素
を

天
然
ガ
ス
か
ら
取
り
出
す
一
体
型
燃
料
処
理
器
を
開
発
し
て

お
り
、
こ
の
た
び
大
幅
な
軽
量
化
と
改
質
効
率
（
都
市
ガ
ス
か

ら
水
素
を
取
り
出
す
効
率
）の
向
上
に
成
功
し
ま
し
た
。

こ
の
成
果
に
よ
り
家

庭
用
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー

シ
ョ
ン
の
コ
ス
ト
ダ
ウ

ン
、
経
済
性
・
環
境
性

の
向
上
が
可
能
と
な

り
、
二
〇
〇
四
年
の
実

用
化
に
向
け
て
、
さ
ら

に
大
き
な
一
歩
を
踏

み
出
し
ま
し
た
。

ト
ピ
ッ
ク
ス

家
庭
用
燃
料
電
池
コ
ー
ジ
ェ
ネ

実
用
化
へ
大
き
な
前
進

「
サ
ハ
リ
ン
Ⅱ
」プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

Ｌ
Ｎ
Ｇ
購
入
に
つ
い
て
基
本
合
意

東
京
ガ
ス
は
、
ロ
シ
ア
サ
ハ
リ
ン
州
沖
の
石
油
・
天
然
ガ

ス
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
サ
ハ
リ
ン
Ⅱ
」
か
ら
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
の
購
入

に
つ
い
て
、
サ
ハ
リ
ン
・
エ
ナ
ジ
ー
社
と
基
本
合
意
し
ま
し

た
。
内
容
は
、
二
〇
〇
七
年
四
月
か
ら
二
十
四
年
間
で
年
間

最
大
百
十
万
ト
ン
を
購
入
す
る
と
い
う
も
の
で
、
自
社
の
Ｌ

Ｎ
Ｇ
タ
ン
カ
ー
で
輸
送
す
る
予
定
で
す
。

受
け
渡
し
条
件
を
全
量

Ｆ
Ｏ
Ｂ
と
し
、
近
距
離
の

メ
リ
ッ
ト
を
活
か
し
た
競

争
力
お
よ
び
柔
軟
性
の
高

い
契
約
条
件
を
実
現
し
た

こ
と
、
ロ
シ
ア
か
ら
初
め

て
の
極
東
ア
ジ
ア
向
け
の

天
然
ガ
ス
供
給
で
あ
り
、

日
本
へ
の
天
然
ガ
ス
供
給

先
の
分
散
多
様
化
に
貢
献

す
る
こ
と
が
今
回
の
合
意

の
大
き
な
特
色
で
す
。

東
京
ガ
ス
グ
ル
ー
プ
の
、

い
ま
、
も
っ
と
も
ホ
ッ
ト
な
ニ
ュ
ー
ス
を
お
届
け
し
ま
す
。

※1 コージェネレーション：発電とその時発生する排熱を同時に冷暖房や給湯に利用する省エネシステムです。

■東京ガスのLNG輸入先（2002年度）

■家庭用燃料電池コージェネレーション
（イメージ図）

03年5月

03年1月

※
１

※
２

※2007年からサハリン
より輸入開始

※
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遠
く
の
家
族
を
そ
っ
と
見
守
り
ま
す
「
み
ま
も
〜
る
」

離
れ
て
暮
ら
す
ご
家
族
の
ガ
ス
ご
利
用
状
況
を
ガ
ス
メ
ー
タ

ー
が
把
握
し
、
見
守
る
側
の
ご
家
族
に
電
子
メ
ー
ル
で
お
知
ら

せ
す
る
と
い
う
新
し
い
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
し
ま
し
た
。
毎
日

使
う
ガ
ス
だ
か
ら
、
使
用
量

の
変
化
で
食
事
や
お
風
呂

な
ど
の
生
活
状
況
が
確
認

で
き
、
一
人
暮
ら
し
の
お

年
寄
り
と
そ
の
ご
家
族
の

新
し
い
相
互
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
と
安
心
感
を
ご
提
供

し
ま
す
。

あ
ん
し
ん「
家
財
く
ん
」

大
切
な
家
財
を
お
守
り
す
る
家
財
保
険
「
あ
ん
し
ん
家
財

く
ん
」
を
㈱
損
保
ジ
ャ
パ
ン
と
共
同
開
発
し
ま
し
た
。
火
災
、

地
震
、
盗
難
な
ど
家
財
に
関
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
災
害
を
幅
広

く
補
償
し
、
お
客
さ
ま
の
安
全
・
快
適
な
暮
ら
し
に
、
さ
ら
な

る
「
あ
ん
し
ん
」
を
ご
提
供
い
た
し
ま
す
。

北
海
道
ガ
ス
へ
船
で
Ｌ
Ｎ
Ｇ
供
給

北
海
道
ガ
ス（
株
）
と
、
同
社
函
館
地
区
向
け
Ｌ
Ｎ
Ｇ
供
給

に
つ
い
て
基
本
合
意
に
達
し
ま
し
た
。

北
海
道
ガ
ス
で
は
現
在
、
石
油
系
ガ
ス
か
ら
天
然
ガ
ス
へ

の
転
換
作
業
を
進
め
て
お
り
、
二
〇
〇
六
年
に
函
館
地
区
の

転
換
作
業
を
実
施
・
完
了
す
る
計
画
で
す
が
、
転
換
作
業
完

了
後
は
、
東
京
ガ
ス
が
Ｌ
Ｎ
Ｇ
タ
ン
カ
ー
に
よ
り
、
函
館
地

区
に
年
間
約
三
万
ト
ン
の
Ｌ
Ｎ
Ｇ
を
供
給
す
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
現
在
、
当
社
で
は
他
の
ガ
ス
会
社
十
七
社
へ
ガ
ス
を

卸
売
り
し
て
お
り
ま
す
が
、
船
に
よ
る
供
給
は
初
め
て
の
こ

と
で
す
。

新
し
い
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

サ
ー
ビ
ス
を
ス
タ
ー
ト

最
大
ガ
ス
供
給
量
を
更
新

都
市
ガ
ス
の
一
日
当
た
り
供
給
量
が
一
月
二
十
三
日
、
過

去
最
大
（
四
千
二
百
七
十
四
万
立
方
メ
ー
ト
ル
）
を
記
録
し

ま
し
た
。
こ
の
日
は
都
心
部
で
も
朝
か
ら
雪
が
舞
い
、
午
前

中
に
雨
に
変
わ
っ
た
も
の
の
日
中
の
気
温
も
上
が
ら
ず
、
暖

房
・
給
湯
需
要
が
伸
び
ま
し
た
。
ま
た
、
工
業
・
業
務
用
の

新
規
需
要
の
獲
得
に
よ
る
需
要
増
も
あ
り
、
過
去
最
大
と
な

っ
た
も
の
で
す
。

※2 FOB：出荷基地でLNGタンカーに積み込まれた時点で、所有権・危険負担が売主から買主に移転する取引。
買主側が保険料や運賃を負担します。

ステーション24
監視センター

外出先

ご自宅

マイコンメーター

▼

▼

▼

●利用状況
データ

●ホームページやE
メールで利用状況を
ご家族にお知らせ

■みまも～るのしくみ

03年1月

02年10月

03年1月

03年1月
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東
京
ガ
ス
で
は
、
透
明
性
が
高
く
、
よ
り
効
率
的

な
経
営
を
目
指
し
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化
に
積

極
的
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
昨
年
の
六
月
よ
り
、
取
締
役

の
人
数
を
二
十
八
名
か
ら
十
二
名
に
絞
る
と
と
も
に
、
経
営

チ
ェ
ッ
ク
の
強
化
や
社
外
の
知
見
を
取
り
入
れ
る
た
め
、
社

外
取
締
役
を
選
任
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
執
行
役
員
制
度
の

導
入
に
よ
っ
て
経
営
の
監
督
責
任
と
執
行
責
任
を
分
離
す
る

と
同
時
に
、
執
行
役
員
が
各
本
部
長
を
務
め
る
十
一
本
部
制

を
採
用
し
、
機
動
的
で
迅
速
な
意
志
決
定
に
よ
り
効
率
的
な

事
業
運
営
を
図
っ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
二
〇
〇
四
年
度
か
ら
は
グ
ル
ー
プ
企
業
を
含
め

た
「
戦
略
ビ
ジ
ネ
ス
ユ
ニ
ッ
ト
制
」
を
導
入
し
て
本
体
事
業
と

関
連
事
業
を
一
体
と
し
て
経
営
す
る
こ
と
で
、
グ
ル
ー
プ
価

値
の
最
大
化
を
目
指
し
て
ま
い
り
ま
す
。

問うガス・プラザ

社
長
を
委
員
長
と
す
る
「
経
営
倫
理
委
員

会
」の
方
針
の
も
と
、
各
本
部
に
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

委
員
会
を
設
置
し
、
グ
ル
ー
プ
全
体
に
対
す
る
浸
透

徹
底
を
図
っ
て
い
ま
す
。
専
門
部
署
と
し
て
コ
ン
プ

ラ
イ
ア
ン
ス
部
が
取
り
組
み
を
推
進
し
て
お
り
、「
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
相
談
窓
口
」
を
設
置（
二
〇
〇
三
年

三
月
）、
社
員
等
の
相
談
を
受
け
る
な
ど
、
コ
ン
プ
ラ

イ
ア
ン
ス
の
徹
底
を
図
っ
て
い
ま
す
。

QA
最
近
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
と
い
う
言
葉
を

よ
く
耳
に
す
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

ど
ん
な
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
の
で
す
か
？

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
へ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、

教
え
て
下
さ
い
。

※1 コーポレートガバナンス：株主のために、経営者が会社の価値を高めているかどうかチェックすること、
あるいはそのための仕組み。一般に「企業統治」と訳されます。

問
う
ガ
ス
・
プ
ラ
ザ

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
広
場

QA

※
１

※
２

取締役会 監査役会

報告

事務局

社　長

コンプライアンス部

各本部コンプライアンス委員会

経営倫理委員会
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※2 コンプライアンス：企業倫理や企業に関する法令・ルールなどを
厳格に守るとともに、社会規範に沿った企業行動をとることをいいます。

ご
家
庭
の
ガ
ス
メ
ー
タ
ー
に
は
、
ガ
ス
漏
れ
、
ガ
ス

機
器
の
消
し
忘
れ
、
地
震
（
震
度
五
強
相
当
以
上
）
を
感
知
す

る
と
自
動
的
に
ガ
ス
を
遮
断
す
る
機
能
が
つ
い
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
電
気
の
ブ
レ
ー
カ
ー
に
相
当
す
る
も
の
で
す
の
で
、
異

常
が
な
け
れ
ば
ご
く
簡
単
に
お
客
さ
ま
ご
自
身
の
手
で
復
帰

で
き
ま
す
。

ま
た
、
お
客
さ
ま
の
ご
家
庭
で
の
ガ
ス
漏
れ
な
ど
に
対
応

す
る
二
十
四
時
間
体
制
の
緊
急
出
動
サ
ー
ビ
ス
「
ガ
ス
ラ
イ
ト

24
」
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
施
策
・
サ
ー
ビ
ス
に
よ
り
お
客
さ
ま
の

安
全
を
お
守
り
し
て
い
ま
す
。

全
て
の
設
備
に
最
新
の
地
震
対
策
を
施
し
、
地
震

の
影
響
を
最
小
限
に
留
め
る
と
と
も
に
、
日
頃
か
ら
訓
練
を

実
施
し
て
い
ま
す
。
例
え
ば
万
一
、
大
地
震
が
お
き
て
ガ
ス

設
備
に
大
き
な
被
害
が
出
た
場
合
に
は
、
ガ
ス
漏
れ
に
よ
る

火
災
な
ど
の
二
次
災
害
を
防
ぐ
た
め
に
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
セ
ン

タ
ー
か
ら
の
遠
隔
操
作
で
被
害
が
大
き
い
地
域
の
ガ
ス
の
供

給
を
迅
速
に
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。
ま
た
、
安

全
の
た
め
に
ガ
ス
供
給
を
停
止
し
た
場
合
は
、
お
客
さ
ま
に

で
き
る
だ
け
早
く
か
つ
安
全
に
ガ
ス
の
ご
利
用
を
再
開
し
て

い
た
だ
く
た
め
、
復
旧
資
機
材
を
備
蓄
す
る
と
と
も
に
、
も

っ
と
も
効
率
的
な
復
旧
作
業
計
画
を
決
定
す
る
復
旧
支
援
シ

ス
テ
ム
を
整
備
し
て
い
ま
す
。

日
本
は
地
震
国
だ
か
ら
、
や
っ
ぱ
り
心
配
で
す
。

大
規
模
な
地
震
が
起
こ
っ
て
も
、

東
京
ガ
ス
の
設
備
は
大
丈
夫
な
の
で
し
ょ
う
か
？

家
庭
に
あ
る
ガ
ス
設
備
は

安
全
で
す
か
？

コ
ラ
ム

QA

QAこ
ん
な
時
も

ガ
ス
ホ
ル
ダ
ー
（
ガ
ス
タ
ン
ク
）
は

だ
い
じ
ょ
う
ぶ
！

「
大
地
震
に
も
し
っ
か
り
耐
え
る
よ
」

よ
く
街
で
見
か
け
る
ガ
ス
ホ
ル
ダ
ー
は
、

球
体
の
部
分
が
何
枚
も
の
鋼
板
を
つ
な
ぎ
合
わ
せ
て
つ
く
ら
れ

て
い
て
、
最
新
の
技
術
や
工
法
を
取
り
入
れ
て
設
計
・
施
工
さ

れ
て
い
る
か
ら
、
阪
神
・
淡
路
大
震
災
ク
ラ
ス
の
大
地
震
に
も
耐

え
る
ん
で
す
。
基
礎
も
し
っ
か
り
し
て
い
る
し
、
重
心
の
低
い
構

造
物
だ
か
ら
、
倒
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
せ
ん
。

■コントロールセンター
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問うガス・プラザ

「東京ガス環境報告書2003」
企業の環境情報開示の一環として、環境報

告書を発行しています。94年度から発行

をはじめ、今年で10冊目になりました。

「東京ガス環境報告書2003」をご希望の方は、下記宛郵送かFAXでお申込みください。

なお、当社ホームページ上でも公開しております。

〒105-8527 東京都港区海岸1-5-20 東京ガス株式会社　環境部
Fax: 03-3432-5509

URL：http://www.tokyo-gas.co.jp/env/ecorep/j_text/content.html

【環境マネジメントの充実】
東京ガスグループでは、国際環境

マネジメント規格ISO14001認

証の取得を推進し、3工場はもち

ろん、2002年度には本社部門に

おいて認証を取得、2004年度末

には、全社取得を目指します。

【環境会計の集計】
環境保全コストと環境負荷の低

減効果の相関を把握･検証・管

理し、経営に生かすこと、更に

は情報公開推進の一環として

2000年度版から「環境会計」

を導入・公表しています。

【環境保全ガイドラインの
進捗状況の公開】

当社グループの環境保全活動の根

幹として、「環境方針」を定めてい

ます。さらに、環境保全活動を推

進する上での中長期的な目標とし

て「環境保全ガイドライン」を設定

し、ガイドライン目標の進捗状況

を公開、自己評価しています。

【環境パートナーシップの推進】
エコ･クッキング講座や、小中学校

での「総合的な学習の時間」向けの

エネルギー・環境教育支援、省エ

ネルギー情報の開示など、環境パ

ートナーシップの実績についても

掲載しています。

環境保全のための 
投資額および費用額 

・自社業務 
　公害防止、地球環境保全、 
　資源循環、環境マネジメント、 
　その他 
・お客さま先 
　環境R&D、使用済み 
　ガス機器資源化 
・社会貢献活動 

環境保全効果 

・環境負荷物質 
　削減量 
　（排出原単位） 
・廃棄物削減量 
　（参考） 
　お客さま先での 
　環境負荷物質 
　削減量など 

実質的な経済効果 

・経費削減額 
・有価物の売却額 

■東京ガスにおける環境会計イメージ

東京ガスグループは「環境経営トップランナー」を目指すことを
企業行動基準に盛り込んでいます。「環境経営」を企業発展の基本
戦略と位置づけて、今後も引き続き地球環境問題の改善に貢献し
ていきます。

―● 環境への取り組み

Web
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エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
ド
バ
ン
ス
が
推
進

す
る
三
事
業（
右
下
図
参
照
）の
う
ち
、

こ
れ
か
ら
主
力
と
な
る
の
は
「
オ
ン

サ
イ
ト
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
」
事

業
で
す
。
こ
の
事
業
で
は
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
ア
ド
バ
ン
ス
が
ガ
ス
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ

ー
シ
ョ
ン
な
ど
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
資

す
る
設
備
を
、
お
客
さ
ま
の
事
業
所

内
に
設
置
し
、
そ
の
最
適
な
運
転
に

よ
り
お
客
さ
ま
の
必
要
と
す
る
「
電

力
」
や
「
熱
（
蒸
気
等
）」
を
供
給
し
、

併
せ
て
設
備
の
保
守
も
行
い
ま
す
。

お
客
さ
ま
は
、
初
期
投
資
の
資
金
調

達
、
運
転
管
理
の
必
要
が
な
く
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
料
を
ご
負
担
い

た
だ
く
だ
け
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト

を
低
減
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

こ
の
事
業
は
、
ま
だ
生
ま
れ
て
数

年
の
若
い
事
業
で
す
が
、
潜
在
市
場

規
模
二
兆
四
千
七
百
億
円
と
い
わ

れ
、「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
CO
排
出
削
減

は
進
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
自

社
で
設
備
投
資
を
す
る
の
は
リ
ス
ク

が
大
き
い
」
と
い
う
企
業
ニ
ー
ズ
の
拡

大
に
伴
い
急
速
に
伸
び
て
い
ま
す
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
ド
バ
ン
ス
は
設
立

以
来
、
す
で
に
日
清
オ
イ
リ
オ
株
式

会
社
横
浜
磯
子
事
業
場
様
な
ど
数
件

の
新
規
ご
契
約
を
い
た
だ
き
、
順
調

な
滑
り
出
し
を
見
せ
て
い
ま
す
。
も

ち
ろ
ん
工
場
な
ど
産
業
用
ば
か
り
で

な
く
、
病
院
･
ス
ポ
ー
ツ
施
設
な
ど

の
業
務
用
の
お
客
さ
ま
に
も
ご
契
約

を
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。

今
後
こ
の
事
業
の
成
否
を
分
け
る

の
は
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
コ
ン

サ
ル
テ
ィ
ン
グ
力
で
す
。
エ
ネ
ル
ギ

ー
ア
ド
バ
ン
ス
は
東
京
ガ
ス
時
代
か

ら
培
っ
て
き
た
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ

ョ
ン
の
技
術
開
発
力
、
ノ
ウ
ハ
ウ
、

導
入
実
績
を
ベ
ー
ス
に
、
お
客
さ
ま

に
効
率
的
で
最
適
な
シ
ス
テ
ム
の
構

築
に
関
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
ト
ー
タ
ル

に
提
供
し
て
い
き
ま
す
。
そ
し
て

「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
２
０
０
７
」
に
掲
げ

ら
れ
た
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
関

連
領
域
売
上
高
目
標
三
百
億
円
（
二

〇
一
〇
年
）
を
目
指
し
、
オ
ン
サ
イ

ト
･
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
事
業
拡

大
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

―
●
東
京
ガ
ス
グ
ル
ー
プ
紹
介

「
東
京
」、
そ
し
て「
ガ
ス
事
業
」の
枠
を
超
え
て
。

株
式
会
社
エ
ネ
ル
ギ
ー
ア
ド
バ
ン
ス

株式会社 エネルギーアドバンス
〒163-1034 東京都新宿区西新宿3-7-1 新宿パークタワーN棟34F
http://www.energy-advance.co.jp

※2兆4,700億円：（財）省エネルギーセンター「ESCO事業導入研究会」
（平成9年度）による推計値

■エネルギーサービス事例　日清オイリオ株式会社 横浜磯子事業場 様

電力だけではなく熱も！！ 

■オンサイト・エネルギーサービス

お客さま

お客さまの敷地

エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト 

導入前 導入後 

オンサイト・
エネルギー
サービス事業

コージェネレーション
設備工事・

メンテナンス事業

地域エネルギー
サービス事業

■事業領域イメージ

2

※
省
エ
ネ
メ
リ
ッ
ト

2002年7月設立
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財務編 1

2003年3月期決算のご報告（連結）

連結決算ハイライト

東京ガスグループの2003年3月期連結売上高は、ガス販売量が前期に比べ13.5％増と好調であ

ったこと等により、2.7％増の１兆1,276億円（過去最高）となりました。一方、原材料費がガス販売

量増等に伴い増加しましたが、経営効率化の一層の推進により費用抑制に努めました結果、営業利

益は11.5％増の1,232億円、経常利益は14.1％増の919億円となりました。また、特別損益等を

勘案した当期純利益は、14.0％増の592億円（1987年3月期に次ぐ歴代第2位）となりました。

2003年3月期 前年同期比 2002年3月期
（2002.4～2003.3） （増減率） （2001.4～2002.3）

売上高 11,276億円 ＋301億円 （＋2.7％） 10,975億円

営業利益 1,232億円 ＋126億円（＋11.5％） 1,106億円

経常利益 919億円 ＋113億円（＋14.1％） 806億円

当期純利益 592億円 ＋73億円（＋14.0％） 519億円
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7,000
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9,000

10,000

11,000

0

400

600

800

1,000

1,200

1,400
（単位：億円） （単位：億円） 

 2001年3月期 2002年3月期 2003年3月期 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

売上高 利益

●売上高／営業利益／経常利益／当期純利益の推移

※財務編P1～8の各数値は、四捨五入・切り捨て処理等の関係で合計が合わない場合があります。
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事業区分はガス事業会計規則に準拠した売上集計区分によっています。
各事業区分に属する主要な製品は以下のとおりです。
■ ガ　　ス：ガス ■ ガス器具：ガス機器
■ 受注工事：ガス工事 ■ 建物賃貸：建物の賃貸・管理等
■ その他の事業：地域冷暖房、LPG販売等

※売上高および営業利益の構成比率には、セグメント間の取引を含んでおります。

0

30

60

90

120

150

180

 01/3 02/3 03/3 

原油価格（＄/bbl） 28.4 23.8 27.4 
為替レート（円/＄） 111 125 122

0

5

10

15

20

25

30
（＄/bbl） （円/＄） 

ガス66.0％ ガス84.6％ 
ガス器具11.9％ 

受注工事5.9%
建物賃貸3.0%
その他 13.2%

ガス器具4.1％ 
受注工事2.2%
建物賃貸4.0%
その他   5.1%

※ 原料費調整制度
為替レートや原油価格の変動によるLNG
購入価格の変動を、ガス料金に速やかに
反映させることを目的として、１９９６年１
月の料金改定時に導入された制度。反映
されるまでに最大６カ月間のタイムラグ
があります。

連結売上高構成比 連結営業利益構成比

原油価格／為替レート

●ガス販売量実績

工業用+23.4％
・発電用需要の増加
・新規物件の稼働増

0

20

40

60

80

100

 2001年3月期 2002年3月期 2003年3月期 

31.7 31.2 33.0

25.7 29.4
36.3

23.5
23.6

25.97.9 8.0

9.4
＜合計88.8億m ＞ 

＜合計92.3億m ＞ 
＜合計104.7億m ＞ 

3

3
3

＜02/3→03/3増減要因＞
前年同期比13.5％増

（単位：億m3）

卸供給+17.6％

・供給先事業者の引き取り量増加等

業務用+9.7％
・新設物件の順調な稼働
・低気温の影響による暖房、
給湯需要の伸び

家庭用+5.9％
・低気温の影響による給湯、
暖房需要の伸び
・新設件数の増加等

●事業の種類別セグメント情報
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2003年3月期 2002年3月期
（2002.4～2003.3） （2001.4～2002.3）

売上高 1,127,633 1,097,589

売上原価 571,929 561,988

売上総利益 555,704 535,600

供給販売費 359,999 353,977

一般管理費 72,409 71,015

営業利益 123,294 110,607

営業外収益 7,441 7,605

営業外費用 38,780 37,586

経常利益 91,955 80,626

特別利益 8,699 4,200

特別損失 4,771 1,965

税金等調整前当期純利益 95,882 82,861

法人税･住民税及び事業税 43,621 31,507

法人税等調整額 △ 7,244 △ 741

少数株主損益 304 184

当期純利益 59,201 51,911

2003年3月期 2002年3月期
（2002.4～2003.3） （2001.4～2002.3）

連結剰余金期首残高 － 353,793
連結剰余金減少高 － 18,390
配当金 － 18,265
取締役賞与金 － 125

当期純利益 － 51,911
連結剰余金期末残高 － 387,315
(資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高
資本準備金期首残高 2,064 －

資本剰余金増加高 － －
転換社債の転換による増加高 － －
資本剰余金期末残高 2,065 －
(利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
連結剰余金期首残高 387,315 －

利益剰余金増加高
当期純利益 59,201 －

利益剰余金減少高
配当金 16,768 －
取締役賞与金 95 －

利益剰余金期末残高 429,652 －

連結損益計算書（要旨） （単位：百万円） 連結剰余金計算書 （単位：百万円）
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 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

当期純利益（億円） 177 266 275 519 592 

ROA（％） 1.0 1.5 1.5 3.0 3.5 
ROE（％） 4.2 5.9 5.3 9.3 10.4

0

2

4

6

8

10

12
（億円） （％） 

ROA＝当期純利益÷期首・期末平均総資産×100
ROE＝当期純利益÷期首・期末平均株主資本×100

当期利益／ROA／ROE

ガス売上は420億円（+5.6％）増加し

ましたが、ガス器具は△4.4％、受注工事

は△1.1％、建物賃貸は△3.2％といずれ

も売上が減少し、連結売上高は301億円

（+2.7％）増加となりました。

当期純利益は、主にガス利益の増加によ

り営業利益が増加したこと等により73億

円（+14.0％）増となりました。

売上高・当期純利益
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連結貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

2003年3月期 2002年3月期
（2003.3.31） （2002.3.31）

（資産の部）
固定資産 1,411,513 1,450,814
有形固定資産 1,217,465 1,249,936
無形固定資産 20,609 19,196
投資等 173,438 181,681
流動資産 264,551 251,898
資産合計 1,676,064 1,702,712

（負債の部）
固定負債 751,572 836,977
社債 257,633 253,233
転換社債 182,814 235,693
長期借入金 157,875 191,960
その他 153,250 156,091
流動負債 340,746 297,861
１年以内に期限到来の固定負債 91,239 40,443
支払手形及び買掛金 37,676 38,055
短期借入金 41,900 42,709
未払法人税等 41,221 33,663
その他 128,710 142,991
負債合計 1,092,319 1,134,838
少数株主持分 4,039 3,796

（資本の部）
資本金 － 141,843
資本準備金 － 2,064
連結剰余金 － 387,315
その他有価証券評価差額金 － 32,835
為替換算調整勘定 － 114
自己株式 － △ 95
資本合計 － 564,077
資本金 141,844 －
資本剰余金 2,065 －
利益剰余金 429,652 －
その他有価証券評価差額金 17,002 －
為替換算調整勘定 4 －
自己株式 △10,862 －
資本合計 579,706
負債・少数株主持分及び資本合計 1,676,064 1,702,712

資産は前期比△266億円の1兆6,760

億円ですが、増減内訳は、減価償却費が

設備投資を上回ったこと等による「有形

固定資産△324億円」、株式市況悪化に伴

う投資有価証券時価評価額の減等による

「投資等△82億円」、主に手元資金の増に

よる「流動資産＋126億円」等です。

負債は前期比△425億円ですが、「有利

子負債△445億円」等によるものです。

資本156億円増の内訳は、「その他有価証

券評価差額金△158億円」、「自己株式△

107億円」および「当期純利益＋592億

円」、「配当金△167億円」等です。

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

総資産（億円） 17,074 18,051 17,976 17,027 16,760 

株主資本（億円） 4,214 4,842 5,527 5,640 5,797 

株主資本比率（％） 24.7 26.8 30.8 33.1 34.6
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株主資本比率＝株主資本÷総資産×100

総資産／株主資本／株主資本比率

資産の部

負債の部
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 2001年3月期 2002年3月期 2003年3月期 

665億円 921億円 882億円 

1,503 1,455 1,410

275 519 592

1,113 1,052 1,119

設備投資額 
当期利益 
減価償却費 

財務編 5

キャッシュ・フロー計算書
とは、一定期間において、ど
れだけのキャッシュ（＝資金）
が流入し、またそのキャッシ
ュがどのように使われたかを
示した計算書です。
当期は、①営業活動で生じ
た2,135億円を②固定資産
や投資有価証券等に1,101
億円投資し、③配当金の支払
や有利子負債の返済等に
785億円支出しました。そ
の結果、期末の現金及び現金
同等物の残高は増加しまし
た。

連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）

2003年3月期 2002年3月期
（2002.4～2003.3） （2001.4～2002.3）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 213,532 191,675
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 110,143 △ 111,820
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 78,517 △ 117,176
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 2 6
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 24,869 △ 37,314
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 27,260 64,575
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 52,129 27,260

2002年3月期 2003年3月期
期首残高 営業活動 投資活動 財務活動 期首残高 営業活動 投資活動 財務活動 期末残高

645 1,916 △1,118 △1,171 272 2,135 △1,101 △785 521 

(単位：億円）
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1,500

1,000

500

0

●フリー・キャッシュ・フロー（FCF）の推移（参考）

（億円）

キャッシュ・フローの概要

① ②

当社では、経営指標としての

フリー・キャッシュ・フロー

（FCF）を簡便的に「当期利益＋

減価償却費－設備投資額」と定

義しています。

FCFは、事業活動によって創

出した、企業が主体的に使える

資金のことであり、2003年度

からの5ヶ年間で約4,800億円

を創出する計画です。

（使途計画は特集編P5へ）

（FCF） （FCF） （FCF）

（億円）

①

②

③

③
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 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

1株当たり当期 
純利益(EPS)（円） 6.32 9.50 9.82 18.47 21.18 

株価 
収益率(PER)（倍）45.72 23.26 34.83 17.22 17.37
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1株当たり当期純利益（EPS)＝当期純利益÷期中平均株式数 
株価収益率（PER)＝期末株価÷EPS
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１株当たりキャッシュ･フロー(CFPS) 
　=(当期純利益+減価償却費+長期前払費用償却費）÷期中平均株式数 
株価キャッシュ・フロー倍率（PCFR)=期末株価÷CFPS

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

1株当たりキャッシュ・フロー 
(CFPS)（円） 57.21 59.43 63.33 70.27 71.73 

株価キャッシュ・フロー倍率 
(PCFR)（倍） 5.05 3.72 5.40 4.53 5.13
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1株当たり株主資本＝株主資本÷期中平均株式数 
株価純資産倍率（PBR)＝期末株価÷1株当たり株主資本 

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

1株当たり 
株主資本（円） 149.98 172.33 196.72 200.75 208.65 

株価純資産 
倍率（倍） 1.93 1.28 1.74 1.58 1.76
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1株当たり当期純利益（EPS）／株価収益率（PER）

1株当たりキャッシュ・フロー（CFPS）／
株価キャッシュ・フロー倍率（PCFR）

1株当たり株主資本（BPS）／株価純資産倍率（PBR）

（倍） 

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3  

インタレスト・カバレッジ・レシオ 
（倍） 2.83 2.87 2.97 5.30 4.37

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝（税金等調整前利益+金融費用）÷金融費用 
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インタレスト・カバレッジ・レシオ

主な投資指標（連結）
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（円） （％） 
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配当性向＝年間配当金÷当期純利益×100

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

1株当たり 
配当金（円） 5.00 5.00 6.00 6.00 6.00 

配当性向（％） 83.1 62.7 61.5 34.8 31.3
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1株当たり配当金／配当性向

2003年3月期決算のご報告（単体）

ガス売上が前期比 + 4 1 7 億 円

（+5.6％）増加し、その他売上が、7

月の地冷事業分社化等により△241億

円（△10.4％）減少しましたが、総

売上高は1.8％増の9,922億円となり

ました。

2003年3月期 2002年3月期
（2002.4～2003.3） （2001.4～2002.3）

営業収益 992,236 974,566
ガス売上 785,079 743,347
営業雑収益 186,270 194,681
附帯事業収益 20,887 36,536
営業費用 892,128 882,267
売上原価 288,896 264,651
供給販売費 331,437 325,989
一般管理費 75,256 74,222
営業雑費用 176,891 186,363
附帯事業費用 19,646 31,040
営業利益 100,108 92,299
営業外収益 12,552 12,188
営業外費用 32,980 32,238
経常利益 79,680 72,249
特別利益 8,655 4,200
特別損失 4,477 665
法人税等 37,140 27,230
法人税等調整額 △ 6,915 102
当期純利益 53,633 48,451
前期繰越利益 33,839 31,973
中間配当額 8,338 8,430
当期未処分利益 79,141 71,995

2003年3月期 2002年3月期
（2002.4～2003.3） （2001.4～2002.3）

当期末処分利益 79,141 71,995
海外投資等損失準備金取崩し 19 1
特定ガス導管工事償却準備金取崩し 750 394
合計 79,911 72,391
利益処分額
配当金 8,333 8,429

（1株につき3円） （1株につき3円）

取締役賞与金 61 79
特定ガス導管工事償却準備金 － 43
別途積立金 30,000 30,000
次期繰越利益 41,516 33,839

損益計算書（要旨） （単位：百万円）

利益処分 （単位：百万円）

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

家庭用 29.5 29.9 31.2 30.7 32.5 
業務用 20.2 21.4 22.8 22.8 25.0 
工業用 23.9 24.3 25.4 29.1 36.0 
その他 8.0 8.5 9.3 9.5 11.1 
合計（億m ） 81.6 84.2 88.7 92.2 104.6 
需要家件数（万件） 858.3 871.5 887.2 904.4 924.4

0
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（億m ） （万件） 3
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950

3

ガス販売量／需要家件数

損益計算書の概要

2002年12月10日に8,338百万円（1株につき3円）の中間配当を実施
いたしました。
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資産は前期比△300億円で、その

内訳は「有形固定資産△636億円」、

「投資等＋226億円」、「流動資産＋

100億円」等であります。負債は△

412億円で、主に「有利子負債△

455億円」によるものです。

なお、地冷事業分社化に伴う移管資

産452億円と負債154億円の差は関

係会社投資に計上しています。

貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

2003年3月期 2002年3月期
（2003.3.31） （2002.3.31）

（資産の部）

固定資産 1,184,773 1,224,869
有形固定資産 910,530 974,169
無形固定資産 16,138 15,238
投資等 258,103 235,462

流動資産 196,585 186,575
資産合計 1,381,359 1,411,444

（負債の部）

固定負債 610,408 695,703
社債 236,833 246,233
転換社債 182,814 235,693
長期借入金 65,998 88,394
その他 124,763 125,383

流動負債 242,686 198,670
１年以内に期限到来の固定負債 74,432 22,884
買掛金 19,821 18,208
短期借入金 － 466
その他 148,433 157,112

負債合計 853,094 894,373

（資本の部）

資本金 － 141,843
資本準備金 － 2,064
利益準備金 － 35,454
剰余金 － 307,428
（うち当期末処分利益） －
その他有価証券評価差額金 （－） 30,375
自己株式 － △ 95
資本金 141,844 －
資本剰余金 2,065 －
利益剰余金 379,668 －
(うち当期未処分利益） （79,141） －
その他有価証券評価差額金 15,548 －
自己株式 △10,862 －

資本合計 528,264 517,070
負債・資本合計 1,381,359 1,411,444

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

ガス導管延長（km） 46,704 47,269 47,908 48,646 49,431

0

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000
（km） 

 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 

有利子負債残高（億円） 7,082 7,619 6,855 6,056 5,600 
有利子負債依存度（％） 50.5 52.7 45.9 41.7 40.1
有利子負債依存度＝有利子負債残高÷期首・期末平均総資産×100  

0

20

40

60

80

0

2,000

4,000

6,000

8,000
（億円） （％） 

ガス導管延長

有利子負債残高／有利子負債依存度

（71,995）

貸借対照表の概要
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会社情報（2003年3月30日現在）

（注）従業員数は常勤の就業人員数を記載しており、
出向者および臨時従業員を含みません。

資本金 141,844,398,888円
発行済株式総数 2,810,171,295株
株主数 190,019人

●役員の状況（2003年6月27日現在） ●従業員の状況

●株式の状況

●所有者別株式分布状況

取締役および監査役
代表取締役会長
代表取締役副会長
代表取締役社長（兼 社長執行役員）
代表取締役（兼 副社長執行役員）
代表取締役（兼 副社長執行役員）
代表取締役（兼 副社長執行役員）
取締役（兼 常務執行役員）
取締役（兼 常務執行役員）
取締役（兼 常務執行役員）
取締役（社外）
取締役（社外）
取締役（社外）
常勤監査役
常勤監査役
監査役（社外）
監査役（社外）
執行役員（取締役兼務者を除く）
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

久野武男
膳場　忠
前田忠昭
國富　隆
徳本恒徳
今沢時雄
土生　哲
手塚俊夫

中西誠一
杉山昌樹
岡本　毅
奥澤泰一
村木　茂
星野則和
鏑木　正
蟹沢俊行

安 西 邦 夫
上 原 英 治
市 野 紀 生
大 堀 文 男
鳥 原 光 憲
草 野 成 郎
小 林 剛 也
石 黒 正 大
横 内 　 稔
茂 木 友 三 郎
今 野 由 梨
佐 藤 行 雄
秋 元 　 一 郎
平 井 　 浩
那 須 　 翔
根 本 和 夫

●連結子会社

従業員数 11,338人

自己株式
1.15 ％

個人・その他
23.52 ％

金融機関
43.05 ％

外国人
21.57 ％

証券会社
1.00 ％

政府および
地方公共団体
0.66 ％

その他国内法人
9.05 ％

●エネルギー販売事業グループ

東京ガスエネルギー（株）
●冷熱利用ケミカル事業グループ

東京ガスケミカル（株）
東京酸素窒素（株）

●都市開発関連事業グループ

東京ガス都市開発（株）
パークタワーホテル（株）

●総合設備建築事業グループ

（株）関配
※（株）関配リビングサービス

（18社）

（※は、2002年度より連結対象となった会社）

●リビング事業グループ

（株）ガスター
ティージー・クレジットサービス（株）

●都市ガス事業グループ

千葉ガス（株）
筑波学園ガス（株）

※ 東京ガス・カスタマーサービス（株）
●エンジニアリング事業グループ

東京ガス・エンジニアリング（株）

●情報サービス事業グループ

（株）ティージー情報ネットワーク
※（株）ティージー・アイティーサービス
●上流・海外事業グループ

東京エルエヌジータンカー（株）
●電力・熱エネルギーサービス事業グループ

※（株）エネルギーアドバンス
●新規事業グループ

ティージー・エンタープライズ（株）
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株式情報
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●株価および出来高の推移（東京証券取引所）

●株主メモ
決算期：毎年3月31日

配当金受領株主確定日：利益配当金 毎年3月31日

中間配当金 毎年9月30日

名義書換代理人：日本証券代行株式会社

東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号

同事務取扱場所：日本証券代行株式会社本店

〒103-8202
東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番4号
【電話】0120－707－842
【URL】http://www.jsa-hp.co.jp/

同取次所：日本証券代行株式会社各支店

手数料：名義書換手数料は無料

株券交付手数料は株券1枚につき200円
ただし、株券併合の場合は無料

定時株主総会：毎年6月

公告掲載新聞：日本経済新聞

決算公告は、今期より貸借対照表および

損益計算書を当社ホームページに掲載しております。
【URL】http://www.tokyo-gas.co.jp/IR/ir_ j.html

株式に関する各種手続きは
日本証券代行株式会社でお取り扱いします。

住所変更：
お早めに日本証券代行へご連絡いただき、変更
届にてお手続きをお願いいたします。保管振
替制度を利用され、お手元に株券がない場合は
お取引証券会社へお申し出ください。

配当金の受け取り：
郵便振替支払通知書を郵便局へご持参の上、お
受け取りいただく方法と、銀行振込をご利用い
ただく方法があります。銀行振込をご希望の方
は配当金振込指定書を日本証券代行へご請求
ください。

名義書換：
お手続きには名義書換請求書と株券が必要で
す。証券会社に株券を預けている場合は、証券
会社にお問い合わせください。


